
事業評価に係る意見具申に対する対応報告 

報告年度 令和２年度 番号 令和２年度 建築－１ 事前評価 

事 業 名 【建築－１】市営洋光台住宅建替事業 

意見具申 

令和２年度意見具申 

市営住宅を法定耐用年限前に先行して建て替えることの意義を明

確にすること。 

また、住宅の需要と質の問題をよく検討して実施すること。 

【 報 告 】 

意見具申に 

対する対応 

 市営住宅の入居者の高齢化率は、令和２年３月末で 50.3％と本市

全体の高齢化率 24.5％の約２倍となっています。 

こういった中で、老朽化した市営住宅は、狭小で浴室や脱衣室がな

いものや、バリアフリー化できていないものが多く、様々な課題が顕

在化してきました。 

そのため、公営住宅法に定められた、法定建替（法定耐用年数の 1/2

である 35 年以上経過した住宅が対象）が可能な住宅のうち、老朽化

が進んでいる昭和 56 年までに建設された市営住宅を対象として建替

えを進めることとしました。 

なお、改良住宅についても、建替事業に関しては同様の採択要件が

あります。 

また、老朽化している住宅は、画一的な間取りの住戸を大量供給（洋

光台住宅(730 戸)は、２ＵＫ(37.68 ㎡)70 戸、３ＤＫ(41.06 ㎡)660

戸）したものが多く、入居者の少世帯化・高齢化の一因となってい

ます。 

このような課題を解決していくため、建替事業によって、高齢者に

配慮したバリアフリー対応（住宅性能評価高齢者配慮対策等級４）や

高齢者世帯をはじめ、子育て世帯など多様な世帯や世代が居住できる

ミクストコミュニティの形成のため１Ｒ(25～30 ㎡)、１ＤＫ(30～35

㎡)、２ＤＫ(45～50 ㎡)、３ＤＫ(55～60 ㎡)の住戸を整備していくこ

ととしました。

なお、間取りについては、入居者のニーズ・生活スタイルを踏まえ

たものとし、詳細は設計業務において検討していきます。 

建替えの時期や事業量についてですが、他の公共施設と異なり市営

住宅の建替事業は、お住いの方が現にいることが前提となる事業であ

り、事業中の仮住まいの確保など、各々の世帯の生活状況を踏まえた
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調整が欠かせません。 

昭和 40 年代頃、毎年度千戸を超える膨大な戸数の新築住宅を整備

したように建替事業を行うことは、入居者の居住安定性の確保という

面で困難です。 

そのため、事業実施時期を調整し、事業量を一定程度平準化（約 400

戸/年）していくこととしています。 

市営住宅を法定耐用年限前に先行して建て替えることは、現在価値

として事業費の負担が増大するものですが、現に顕在化している課題

を解決し、入居者の居住安定性を確保するという面から、その意義は

高いものと考えています。 

事業担当局課 建築局 市営住宅課 

※添付資料：確定した評価調書

■平準化前の建替え戸数

■平準化後（一部長寿命化）の建替え戸数のイメージ

【対象期間】     約 20 年間（2030～2050 年頃） 

【年間平均建替戸数】 約 720 戸/年（約 14,300 戸/20 年間） 

【年間想定建替事業費】約 5億円～約 316 億円/年、平均約 146 億円/年、総事業費 約 2,920 億円 

【平準化期間】 
約 30 年間（2020～2050 年頃） 

【年間平均建替戸数】 
約 400 戸/年（約 12,000 戸/30 年） 

【年間想定建替事業費】 
約 82 億円/年 

総事業費約 2,450 億円 

平準化後のイメージ 

2030～2050 年頃（平成 42～62 年頃）の約 20 年間

の建替戸数を、「建替えの先行」及び「更なる長寿

命化」により、2020～2050 年頃（平成 32～62 年

頃）の約 30 年間に平準化。 

2/ 8



 (様式２) 

公共事業事前評価調書（案） 

事 
 

業 
 

概 
 

要

事 業 名 【建築－１】市営洋光台住宅建替事業 

場  所 

(所在地) 
磯子区洋光台 5丁目 5番地 

事業目的 老朽化した市営住宅の建替えを行います。

事業内容 

洋光台住宅は、横浜市南部に位置し、昭和 47 年に建設され、鉄筋コンクリ

ート造地上５階建て、Ａ，Ｂ、Ｃ街区全体の住戸数は 730 戸になります。 

【位置図及び案内図】 

洋光台

洋光台住宅 

位置図 

配置図 

A 街区 

B 街区 

C 街区 

約 650ｍ 

Ｎ 

Ｎ
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 【対象施設現況概要】 

Ａ街区 Ｂ街区 Ｃ街区 

敷地面積 3,790 ㎡ 20,310 ㎡ 24,640 ㎡ 

住戸数 80 戸 410 戸 240 戸 

共用年度 昭和 47 年（1972 年） 

構造及び階数 RC 造 5 階建 

用途地域等 第１種中高層住居専用地域 

第３種高度地区（最高高さ１５ｍ） 

準防火地域 

【型別供給計画数】(予定)  

型別（間取り） Ａ街区 Ｂ街区 Ｃ街区 

整
備
前

３Ｋ 80戸 410戸 240戸 

計 730戸 

整
備
後

１ＤＫ 約30戸 約130戸 約80戸 

２ＤＫ 約25戸 約140戸 約80戸 

３ＤＫ 約25戸 約140戸 約80戸 

合計 約80戸 約410戸 約240戸 

約730戸 

（１）増加する住宅確保が困難な高齢単身・夫婦世帯を中心に対応を図るこ

とを基本とします。

（２）一方で、高齢者の集中によるコミュニティー活動の希薄化等を回避す

るために、子育て世帯など多様な世帯・世代が居住できる型別供給計画

とし、ミクストコミュニティの形成を図ります。

【計画施設概要】  

 住戸、駐車湯、自転車置き場、児童遊園、倉庫等の市営住宅で必要となる施

設を整備します。 

また、本事業では、現状戸数（730戸）を概ね維持する計画としています。 

【維持管理計画】 

指定管理者制度による維持管理を行います。 
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【事業スケジュール】 

年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15 

A 

街区

 

Ｂ 

街区

 

Ｃ 

街区

 

Ａ、Ｂ、Ｃ街区の順番に建替えを行います。 

【各街区仮移転】（予定） 

 Ａ街区（約 67 世帯）の仮移転先は原則としてＢ、Ｃ街区の空住戸に仮移 

転していただきます。 

Ｂ、Ｃ街区（約 369 世帯）の仮移転先は別途検討します。 

【総事業費】 

総事業費 約 183 億円（税込） うち国費約 91.5 億円、市費約 91.5 億円 

【Ａ街区】約 20億円（建設費約18億円）うち国費約10億円 市費約10億円 
【Ｂ街区】約100億円（建設費約91億円）うち国費約50億円 市費約50億円 
【Ｃ街区】約 63億円（建設費約57億円）うち国費約28.5億円 市費約28.5億円 

※今後の進捗状況により、変更になる場合があります。

事 業 の 

必 要 性 

① 必要性・優先度

「横浜市市営住宅の再生に関する基本的な考え方（平成30年４月策定）」では、

洋光台住宅はエレベーターが無く住戸改善が行われていない老朽化が進んだ

大規模住宅であるため法定耐用年限前に優先的に再生を行う住宅として位置

づけています。本事業はこれに基づき、建替えを行うものです。 

基本/実施設計 
解体・建築工事 

解体・建築工事 

解体・擁壁・建築工事 

★仮移転 ★戻り入居 

基本/実施設計 

★仮移転 ★戻り入居 

基本/実施設計 

★移転 募集★ 

事業スケ

ジュール 

総事業費 
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② 上位計画における位置付け・根拠法令等

横浜市中期４か年計画の政策 22：多様な住居ニーズに対応した住まいづく

りに位置付けています。（添付資料参照） 

市営住宅の再生に関する基本的な考え方では、今後 20 年程度は現在の戸数

を維持しながら適切にストックマネジメントを進めることとしている考え方

に基づき、整備戸数は現在とほぼ同数の戸数といたします。 

財政の平準化の観点から、時期を調整し建替え戸数を約 400 戸/年とするこ

ととしています。（添付資料参照） 

 

■平準化の手法

[平準化前] 

[平準化後のイメージ] 
R2 R7 R12 R1 R2 R2 R3 R3 R4

R R1 R2 R3 R4
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③ 適地性

建替事業であり、また、周辺に建替事業用地も存在しないため、現在の場所

で建替えを行います。 

事業の効果 

（費用便益分析等） 

① 定性的事項

市営住宅は、住宅セーフティネットの根幹としての役割を担っており、真に

住宅に困窮する低所得者に対して低廉な家賃で賃貸することにより、将来にわ

たり市民の生活の安定と社会福祉の増進に寄与します。 

本事業により、子育て世帯や高齢者など様々な人が安心して暮らすことがで

きる住宅の供給を実現していきます。 

② 費用便益分析の結果

建替えに関する費用便益の算出結果(B/C) 

・洋光台住宅：1.0347≧0.8※

※費用便益の目標値(B/C≧0.8)

『公共住宅整備事業に係る新規事業採択時評価手法』国土交通省住宅局住 

宅総合整備課 

③ コスト縮減の取組み

建物の構造上では、1ＤＫの住戸を単独で配置すると 1 スパン（柱と柱の間隔）が

必要となりますが、１ＤＫを 2 戸並べることにより 1 スパン（柱と柱の間隔）として使用

し、柱及び梁のコスト削減を考えています。 

環境への配慮 

CASBEE横浜認証制度で評価Aランクの認証を目指します。また、ＬＥＤ照 

明や、節水型設備の設置などを行い、環境負荷の少ない住宅の整備を行いま 

す。 

施工時は、騒音や振動への配慮を行い、周辺への影響が出来る限り抑制す 

するよう検討していきます。 

地域の状況等 住民説明は今後実施予定です。 

事業手法 

Ａ街区については、本市が設計、整備を行う直接建設とします。 

Ｂ、Ｃ街区については、複合化等の検討状況をふまえ、事業方法について検討

していきます。 
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その他 

① Ｃ街区の一部が土砂災害特別警戒区域となっている斜面地については、周辺

の環境に配慮しながら土砂災害特別警戒区域解除の工事を行い減災に寄与

します。

（土砂災害特別警戒区域） 

添付資料 
・横浜市中期 4か年計画の政策 22

・市営住宅の再生に関する基本的な考え方（平成 30 年４月）

担当部署 建築局 住宅部 市営住宅課 (℡045-671-2942) 
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